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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　国際協力事業団は、パナマ政府の技術協力の要請を受け、森林保全技術開発計画を平成６年４

月１日より計５年間にわたり実施してきました。

　当事業団は、本計画の協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国がとるべき

措置を両国政府に勧告することを目的として、平成10年11月14日から11月29日まで、当事業団国

際協力専門員 小金丸梅夫氏を団長とする評価調査団を現地に派遣しました。調査団はパナマ政

府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、

成果の確認を行いました。そして帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめま

した。

　この報告書が今後の協力のさらなる発展のための指針となるとともに、本計画により達成され

た成果が同国の発展に資することを期待いたします。

　終わりにプロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国の関係者の皆様に、心から感

謝の意を表します。

平成11年３月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要

１－１　プロジェクト要請の背景１－１　プロジェクト要請の背景１－１　プロジェクト要請の背景１－１　プロジェクト要請の背景１－１　プロジェクト要請の背景

　パナマでは、近年、過度の伐採や無秩序な焼畑による森林資源の減少が進んでおり、土地の劣

化、森林資源の枯渇や環境・運河への悪影響が懸念されている。パナマ国政府は、国全体の造

林・環境保護等の技術水準の向上をめざした天然資源管理訓練センターに下記のコースの開設を

予定しており、日本政府に対し訓練コースの整備を含め技術協力を要請してきた。

(１) 植林

(２) 河川流域管理

(３) 環境保護教育

(４) アグロフォレストリー

(５) 国立公園の管理

　これを受けてわが国は、1994年２月にプロジェクト実施にかかる討議議事録（Ｒ/Ｄ）の署

名・交換をし、1994年４月から５年間の予定で協力が開始された。

１－２　現在までの経緯１－２　現在までの経緯１－２　現在までの経緯１－２　現在までの経緯１－２　現在までの経緯

　本協力に関するわが国の対応は以下のとおりである。

　1991年８月　要請発出

　1993年４月　事前調査団派遣

　1993年８月　長期調査員派遣

　1994年２月　実施協議調査団派遣

　1994年４月　協力開始

　1994年11月　計画打合せ調査団派遣

　1996年９月　巡回指導（中間評価）調査団派遣

１－３　協力内容１－３　協力内容１－３　協力内容１－３　協力内容１－３　協力内容

　1996年９月に派遣された巡回指導調査団により作成されたＰＤＭによるプロジェクト目標、成

果、活動は以下のとおりである。

(１) プロジェクト目標

　環境に悪影響を与える農林業に代替し、森林の回復に寄与するための、天然資源管理

センターにおいて新たに開発された苗畑、造林、アグロフォレストリーおよび天然林経

営に関する技術を地域住民に普及し、ならびに環境問題について地域住民を啓発するこ

とのできる天然資源庁職員を、十分に育成するための研修制度の基盤が確立される。
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(２) 成果

１) 十分な数の的確な研修生が確保される

２) 苗畑、造林、アグロフォレストリーおよび天然林経営の各分野に適切な研修施設、

設備、機材および教材が整う

３) ４分野において適切な研修体系／計画およびカリキュラムが整う

４) ４分野において講師が研修の実施に必要な効果的な技術および知識を獲得する

５) ４分野において効果的な技術が開発される

６) 総合的プロジェクト運営が適切に実施される

(３) 活動：上述の成果を達成するため以下の活動を実施する

１) 研修生の確保

２) 研修環境の確立

３) 研修体系／計画、カリキュラムの整備および実施

４) 的確な講師の確保

５)

５)－１　試験調査計画の策定

５)－２　施設、設備、機材および教材の整備

５)－３　試験調査の実施

５)－４　カウンターパート職員の確保

６) 総合的プロジェクト運営

１－４　終了時評価調査団派遣の目的１－４　終了時評価調査団派遣の目的１－４　終了時評価調査団派遣の目的１－４　終了時評価調査団派遣の目的１－４　終了時評価調査団派遣の目的

　これまで実施した協力活動を当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運営状況、

カウンターパートへの技術移転状況などについて評価・分析し、計画達成度を判定したうえで

ＪＰＣＭ手法を用いた評価を行う。

　さらに、今後の協力方針について相手国評価チームと協議を行ったうえで、評価結果をもとに

今後の協力のあり方や実施方法の改善に資するための教訓、および提言を導くことを目的とす

る。

１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法１－５　終了時評価の方法

　終了時評価は、ＪＰＣＭ（JICA Project Cycle Management）手法に基づいて実施した。

ＪＰＣＭ手法は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）に照らして評価時点での計

画達成度を確認したうえで、評価の５項目、すなわち目標達成度、効果、効率性、計画の妥当



－3－

性、自立発展性の観点から行う評価手法である。

　今回の評価は、終了時評価調査団派遣に伴って作成された修正ＰＤＭをもとに実施された。

　また、本評価調査はパナマ側調査団との合同評価とした。

１－６　団員構成１－６　団員構成１－６　団員構成１－６　団員構成１－６　団員構成

（氏　名） （担　当） （所　　　属）

小金丸梅夫 団長・総括 国際協力事業団国際協力専門員

橘　　政行 協力政策 外務省経済協力局技術協力課課長補佐

廣田　知巳 訓　　練 農林水産省林野庁海外林業協力室技術係長

佐藤　　明 技術開発 農林水産省森林総合研究所海外研究情報調査課長

滝　　勝也 計画評価 国際協力事業団林業水産開発協力部林業技術協力課

高田　　亘 評価分析 (株）ＣＲＣ海外協力

１－７　調査日程１－７　調査日程１－７　調査日程１－７　調査日程１－７　調査日程

　11月14日（土） 移動（東京発、ロスアンジェルス経由）

15日（日） 移動（ロスアンジェルス発、パナマ着）

16日（月） ＪＩＣＡパナマ事務所打合せ、在パナマ日本大使館、経済企画省表敬、環境

庁（ＡＮＡＭ)、環境教育局打合せ

17日（火） 移動（パナマ→リオアト)、ＪＰＣＭ手法による評価方法についての協議、天

然資源管理センター（ＣＥＭＡＲＥ）施設視察

18日（水） プロジェクト・サイト視察（造林、苗畑）

19日（木） プロジェクト・サイト視察（アグロフォレストリー、天然林経営）

20日（金） 移動〔リオアト→運河流域（エルカカオ）視察→パナマ〕

21日（土） 団内打合せ、評価報告書作成

22日（日） 評価報告書作成

23日（月） 合同評価、協議

24日（火） 合同評価、協議

25日（水） 合同評価、協議

26日（木） 合同調整委員会、合同評価報告書署名、ＪＩＣＡパナマ事務所・在パナマ日

本大使館報告

27日（金） 移動（パナマ発）

28日（土） 移動

29日（日） 移動（東京着）
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１－８　主要面談者１－８　主要面談者１－８　主要面談者１－８　主要面談者１－８　主要面談者

＜経済企画省＞

Ing. Alfredo Broce 国際技術協力部長

＜環境庁 (ＡＮＡＭ)＞

Lic. Mirei E Endara 長官

Ing. Sonia de Boza 企画局長（パナマ側評価委員）

Ing. Virginia Saldana 環境教育局長（パナマ側評価委員）

Lic. Deyra Pinzon 国際協力局（パナマ側評価委員）

Tec. Raul pined 森林管理局（パナマ側評価委員）

Ing. Aurelio Tejeira コクレ支部長（パナマ側評価委員）

Lic. Hilzedith de Quezada

Ing. Eric Rodriguez ＣＥＭＡＲＥ所長

Ing. Eduardo Aguilar 苗畑セクション主任

Sr. Jose Carrion 苗畑セクション助手

Das. Pascual Castillio 造林セクション助手

Das. Octavio G. de la Cruz 造林セクション助手

Ing. Narciso Cubas アグロフォレストリーセクション主任

Tec. Carlos Sanchez アグロフォレストリーセクション助手

Ing. Emilio Mariscal 天然林経営主任

Das. Regino Martinez 天然林経営助手

Ing. Carlos Ramilez 種子バンク主任

Ediberto Henriquez 総務主任

Srita. Amrgit Pinzon 視聴覚担当

高野　憲一 プロジェクトリーダー

工藤喜代治 業務調整

池本　育利 造林・苗畑分野専門家

小川　慎司 アグロフォレストリー分野専門家

萩原　雄行 天然林経営分野専門家

＜在パナマ日本大使館＞

藤島　安之 大使

伊藤　栄治 参事官
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瀬賀　康浩 二等書記官

＜ＪＩＣＡパナマ事務所＞

河合　恒二 所長

永田　　健 所員

＜通訳＞

太田　　智 ＪＩＣＡメキシコ事務所所属
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第２章　調査総括第２章　調査総括第２章　調査総括第２章　調査総括第２章　調査総括

２－１　調査総括２－１　調査総括２－１　調査総括２－１　調査総括２－１　調査総括

　本調査団は１－７の日程で、パナマ側評価委員とともにリオアトのＣＥＭＡＲＥを視察し、成

果の達成度を調査・把握するとともに、評価の５項目により分析し、パナマ側と合同で評価を

行った。評価結果の要約は、以下のとおりである。

(１) 研修の持続的実施に必要な研修施設、設備および機材がほぼ予定どおり整備された。

(２) 用地確保の遅れのため、調査・試験活動はプロジェクト３年目に本格的に着手された

が、利用可能性の高い樹種や同伴作物が供試品種として多数導入され、その展示林など

が整備された。

(３) 調査や試験の結果を開発された技術として取りまとめるにはまだしばらく時間を要す

るが、４分野（苗畑、造林、アグロフォレストリー、天然林経営）にわたり多数の調査

試験が実施されている。これにより研修における展示効果が高まりつつあり、かつ今後

の技術開発につながる可能性が高い。

(４) 研修規定、研修計画、カリキュラムおよび研修教材が作成され、研修実績は３年間

で４分野合計5113人日に達した。環境庁職員が研修受講者の約６割を占めているが、

ＣＥＭＡＲＥの活動を知った農民グループや民間企業などからの要請により民間の研修

受講者も予想以上に増えている。現在実施されているモニタリングの結果が生かされれ

ば受講者ニーズに合った研修内容の質的充実がさらに期待でき、ＣＥＭＡＲＥの存在意

義がいっそう高まる。

(５) 今後の技術開発、研修内容の充実のためにはカウンターパートのレベルアップ、外部

機関との連携強化などが必要である。これまでの本邦研修受講者を含めカウンターパー

トが本プロジェクトを通して習得した知識・技術が深化しつつあり、スミソニアン研究

所などからの講師派遣が実施されているので、本プロジェクトの持続的発展が期待でき

る。

(６) 本プロジェクトの活動を通してＣＥＭＡＲＥの知名度が高まるとともに、他の政府機

関や他の援助機関、さらには民間企業などからも施設を利用したいとの要請が増えてお

り、貸出し収入がＣＥＭＡＲＥ運営経費として確保できるのであれば、斬新的な自立発
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展が期待できる。

　このように、本プロジェクトはスタート当初の困難な状況を乗り越えて、上位目標（注）

の実現に必要なプロジェクト目標をおおむね達成したといえる。

　しかし、ＣＥＭＡＲＥの今後の自立的・持続的発展のためには、技術情報・図書資料

室の充実、今後の予算・人員規模に合った適正規模の調査・試験などの継続、技術開発

の成果を盛り込み、受講者ニーズに合った研修教材の改訂が不可欠である。このため、

フォローアップ協力を検討する必要がある。

（注）上位目標：パナマ国内で行われている放牧、焼畑など、環境に影響を与える農林業がより持続可

能な形態に転換され、森林回復のための造林が広範囲に行われるよう、ＣＥＭＡＲＥで研修を受

けた環境庁職員らにより普及活動が推進される。

２－２　協力終了後の対応等について２－２　協力終了後の対応等について２－２　協力終了後の対応等について２－２　協力終了後の対応等について２－２　協力終了後の対応等について

(１) フォローアップの必要性

１) 研修の実施状況からみても明らかなとおり、ＣＥＭＡＲＥにおける研修施設は十分

に整備され、また、研修実施にかかる運営面でも順調に技術移転がなされている。しか

し、用地確保の遅れに起因する技術開発活動には遅れがみられ、また、これに伴い、開

発された技術を研修用の教材として加工し、活用することについても十分とはいえな

い。

２) 他方、現在、本プロジェクトと上位目標を同一にする新規プロジェクトの要請（プ

ロジェクト名：パナマ運河流域森林保全技術普及計画、主な活動：ＣＥＭＡＲＥおよび

パナマ運河流域内に新たに建設するサブセンターを利用して、運河流域内の農民らに対

し森林保全に関する技術を普及する）がなされている。右要請に対しては、その背景と

なっているパナマ運河流域の保水力低下の問題が、アメリカに次ぐ運河のユーザーであ

るわが国にとってもきわめて緊急かつ重要な問題であることから、調査団と同時期にパ

ナマを訪問中であった町村外務政務次官から先方関係高官に対し、わが国として前向き

に対応していく旨が伝えられたところである。

３) しかしながら、新規プロジェクトの活動は、本プロジェクトにおける技術開発の成

果が基礎となるものであることから、まずは、遅れのみられる技術開発およびその結果

の研修教材への反映に一定の成果を出す必要がある。また、技術開発活動などとあわせ

て、新規プロジェクトの準備的活動を実施することは、ＣＥＭＡＲＥのいっそうの充

実・強化につながり、その自立発展性を高めることはもちろん、新規プロジェクトが実
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施される場合に、その立ち上げと活動を円滑かつ効果的に行うためにも有効であると判

断された。

４) したがって、調査団は、①現行プロジェクトの残課題への対応（技術開発の成果を

十分に生かした研修体制の確立）と、②新規プロジェクトの円滑かつ効果的な実施に向

けた基盤整備、を目的としたフォローアップ協力の実施をパナマ側評価団に提言した。

(２) フォローアップ協力の活動内容

１) 残課題への対応（技術開発の成果を十分に生かした研修体制の確立）

(活動１－１） 技術開発のための調査および試験の実施

(活動１－２） 技術開発の成果を十分に活用した研修教材の改良・開発

　技術開発のための調査・試験およびその結果を反映させた研修教材の作成には十分

といえない点があり、今後とも継続して実施していく必要があるが、本プロジェクト

でのＣＥＭＡＲＥの取り組みがパナマ初の森林管理技術に関する技術開発の取り組み

であることもあり、カウンターパートの経験不足は否めず、パナマ側独自での対応は

困難であることから、引き続き、日本人専門家による技術面でのサポートが必要と考

えられる。ただし、ミニッツの提言で述べられているとおり、当面、技術開発の優先

は、基礎研究的なものより農民の活動により適した技術の開発にあり、日本側のサポー

トとしては、各分野ごとに、農民の活動により適した森林保全技術の開発に重点を絞っ

て協力することが適当であろう。また、教材の改良についても同様に、農民および農

民への普及を担う者を対象とした研修教材に重点を置くべきであろう。

(活動１－３） ＣＥＭＡＲＥの研修プログラムの改良

　ミニッツの提言でも述べられているが、現行の研修コースは、必ずしも研修対象者

のニーズに即したものとはなっていない面がある。具体的には、現在、苗畑、造林、

アグロフォレストリーといった分野横断ごとになっている研修コースを、受講者のニー

ズに合わせたコースへと再編するなどの作業が必要と考えられる。この作業について

は、基本的にはパナマ側で実施可能と考えられるが、上記（１－２）の研修教材の改

良などとも密接に関係してくるため、日本人専門家の指導のもとに適切に実施される

よう、活動項目のひとつとして加えることとした。



－9－

２) 新規プロジェクトの円滑かつ効果的な実施に向けた基盤整備

(活動２－１） 農民、普及エージェントらを対象とした研修の実施

　研修の実施については、予算面に多少の不安は残るものの基本的にはパナマ側が独

自に実施可能と考えられるが、特に農民などを対象としたものについては、上記（１－

２）の活動と一体をなすもの（改良教材の試行と結果のフィードバック）であるとと

もに、新規プロジェクトに向け、それを見据えた研修コースの重点実施や対象農民（対

象地域）の選定を行うことが効果的であることから、日本側のイニシアティブを維持

するためにも、フォローアップ協力活動の一環とし、中堅技術者養成対策費を投入す

ることが適当と考えられる。

(活動２－２） ＣＥＭＡＲＥのサブセンターの設計・施工（展示林の設計を含む）

　新規プロジェクトの要請書にもあるとおり、パナマ国環境庁は、運河流域内の普及

拠点としてＣＥＭＡＲＥのサブセンターを整備する計画を有しているが、運河流域の

水問題が国家的な緊急課題となっている状況において、この問題の解決に直接的に資

する形でＣＥＭＡＲＥの機能が強化・充実されることは、今後の予算確保などにも好

影響を及ぼし自立発展性をさらに高めることとなろう。

　さらに、現行プロジェクト立ち上げ時の経験を踏まえれば、新規プロジェクトの円

滑な実施のためには、可能な範囲でハード面の準備も進めておくことが得策と考えら

れることから、本サブセンターの設計・施工についても活動の一環として実施するこ

とが適当と考えられる。ただし、調査時点において、用地確保のめどは立っているも

のの、その活動内容、人員配置などについては、検討が不十分であった（たとえば、

サブセンターの主力職員は現在ＣＥＭＡＲＥに勤務しているカウンターパートのなか

から選抜したいと考えているが、その後任の計画はない等）ことから、早急に整理す

べき旨ミニッツに記載した。

(３) 協力期間等

　協力期間、長期専門家の派遣人数などについては、派遣前の対処方針どおり(注）である

が、長期専門家の分野名に関しパナマ側より異論が出され、アグロフォレストリー以外

の３分野（苗畑、造林、天然林経営）をカバーする名称として、｢Silviculture」｢育林」

を用いることとした（なお、これに伴い「造林」分野名の英語表記を「Plantation」に

変更)。

（注）当初は「森林造成｣（Reforestation）としてパナマ側に提示したところ、｢再造林」という狭い

意味にとらえられやすいとのことから、より広い意味を持つ（Silviculture）を用いた。
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第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価

３－１　評価用ＰＤＭの策定３－１　評価用ＰＤＭの策定３－１　評価用ＰＤＭの策定３－１　評価用ＰＤＭの策定３－１　評価用ＰＤＭの策定

　現地調査に先立ち、双方の評価メンバーにカウンターパート、専門家を加えて討議を行い終了

時評価用のＰＤＭを作成した。ＰＤＭは1996年巡回指導調査団のパナマ訪問時に作成されたＰＤＭ

を改定することとし、プロジェクト側で作成した改定案を調査団が修正のうえ提案した。

　評価用ＰＤＭの決定にあたっては、評価を適正に行うため、プロジェクトの活動、成果、プロ

ジェクト目標、上位目標、スーパーゴールの各項目が論理的に説明されるよう配慮した。

　討議の結果決定されたＰＤＭと改定前のＰＤＭの違いは表３－１のとおり、主要変更点は以下

のとおりである。

(１) 上位目標

［評価用ＰＤＭ］

　パナマ国内で行われている放牧、焼畑など環境に影響を与える農林業がより持続可能

な形態に転換され、森林回復のための造林が広範囲に行われるよう、ＣＥＭＡＲＥで研

修を受けた環境庁職員などにより普及活動が推進される。

［変更前］

　パナマ国内で行われている放牧、焼畑など環境に影響を与える農林業がより持続可能

な形態に転換され、森林回復のための造林が広範囲に行われる。

(２) プロジェクト目標

［評価用ＰＤＭ］

　環境庁が、ＣＥＭＡＲＥにおいて、森林の保全・回復に寄与するための苗畑、造林、

アグロフォレストリーおよび天然林経営に関する適正な技術が開発、展示され、それを

効果的に地域住民に普及・啓発することのできる環境庁職員などの人材を十分に育成す

るための基盤を確立する。

［改定前］

　環境に悪影響を与える農林業に代替し、森林の回復に寄与するための、天然資源管理

訓練センターにおいて新たに開発された苗畑、造林、アグロフォレストリーおよび天然

林経営に関する技術を地域住民に普及し、ならびに環境問題について地域住民を啓発す

ることのできる天然資源庁職員を、十分育成するための研修制度の基盤が確立される。
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(３) 成果と活動

　成果とプロジェクト目標との関係、活動と成果の関係がそれぞれが手段と結果の関係

になるよう論理性を重視して整理した。

(４) 指標

　プロジェクト目標および成果の指標として、５段階の評価尺度をプロジェクトで設定

し、その第４段階を目標とするとしていたが、設定された数値の根拠に具体性が欠ける

こと、また、技術習得度、開発進捗度などの数値化にあたって議論が必要なものがある

ので、効果的、効率的な評価を行うため、評価用のＰＤＭではこの５段階の評価尺度を

削除することとした。

３－２　計画達成度３－２　計画達成度３－２　計画達成度３－２　計画達成度３－２　計画達成度

３－２－１　インプットの達成状況３－２－１　インプットの達成状況３－２－１　インプットの達成状況３－２－１　インプットの達成状況３－２－１　インプットの達成状況

(１) パナマ側インプット

１) ＣＥＭＡＲＥの土地、建物、施設

ａ) プロジェクト・オフィス

ｂ) 研修室

ｃ) 住居、宿舎

ｄ) 実験室

ｅ) 展示プロット、試験用地

２) 人員の配置

　協力期間中カウンターパートを含み毎年最低55名の人員が配置された。

３) ローカルコストの負担

　約160万ドルの予算がプロジェクトに配分された。

(２) 日本側インプット

１) 専門家の派遣

ａ) 長期専門家

　５分野（リーダー、業務調整、苗畑／造林、アグロフォレストリー、天然林経営）

で延べ10名の長期専門家が派遣された。

ｂ) 短期専門家

　12名の短期専門家が派遣され、残りの協力期間中にさらに１名の派遣が予定されて

いる。
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２) 機材の供与

　車両、造林用機材、視聴覚機材など約１億5600万円相当の資機材が供与された。

３) 研修員の受入

　14名のパナマ人カウンターパートが日本での研修を受けた。

４) ローカルコスト

　1998年６月末までに合計約70万ドルがプロジェクトの活動に支出された。一般現地

業務費以外に中堅技術者養成対策費、造林推進対策費、プロジェクト基盤整備費、啓

蒙普及活動費、安全対策費などが投入された。

３－２－２　活動の達成状況３－２－２　活動の達成状況３－２－２　活動の達成状況３－２－２　活動の達成状況３－２－２　活動の達成状況

(１) 研修用施設、資機材の整備

　ＣＥＭＡＲＥの施設が日本パナマ両国のローカルコスト負担により建設された。この

施設は管理事務所、研修室、研修生用宿舎、苗床、倉庫などにより構成されている。同

時に研修用視聴覚機材、パソコン、車両、印刷機、コピー機などの機材が設置された。

　予期されなかったパナマ側の事情によりプロジェクト・サイトが変更されたため、施

設建設の開始が遅れたが、1995年11月すなわちプロジェクト開始から１年８カ月後に完

成した。

(２) 研修プログラムと教材の作成

　研修コースの実施に必要な研修プログラムが作成され、研修に使用される教材が整備

された。研修計画の作成手続き、基本的なコース設定の考え方を規定した研修規定は1997

年に作成され1998年11月に承認された。

(３) 研修の実施

　研修は1996年２月に開始された。それ以降1998年10月までに75コースが開催され合計

1157名が受講した。研修は当初計画された４分野（苗畑、造林、アグロフォレストリー、

天然林経営）のみならず、ビデオの撮影・編集、パソコンの使用方法に関しても行われ

た。受講者の約60％が環境庁の職員で残りがそれ以外の農民などである。研修コースの

期間は環境庁職員の最低受講時間が40時間であることから５日間を基本としている。ま

た、1998年から受講者に対するモニタリング調査も実施している。

(４) 展示プロットおよび施設の整備

　試験用地確保の遅れににもかかわらず、各種の展示林などの計画・造成が積極的に行
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われた。また、関連施設などについても、計画どおりに造成され、適切な管理が行われ

ている。４分野で合計28カ所の展示プロットが造成された。

(５) 調査・試験の実施

　試験用地確保の遅れなどにより試験調査区の造成が遅れたものの、４分野で合計52課

題の調査・試験活動がおおむね計画どおりに実施された。一部の試験調査区では植栽後

の予期せぬ旱魃などにより、試験結果を評価するのが難しいものもあるが、多くの試験

は精力的に進められており、一部はすでに取りまとめも行われている。プロジェクト終

了時までには、いずれの調査課題についてもこれまでの調査結果が取りまとめられるも

のと期待される。

３－２－３　成果の実績３－２－３　成果の実績３－２－３　成果の実績３－２－３　成果の実績３－２－３　成果の実績

(１) 研修用施設、設備、機材の整備

　設置された施設および機材は研修の実施に有効に利用されている。

　プロジェクトの施設は環境庁の唯一の研修センターとしてのみならずパナマにおける

主要な研修施設として認められている。センターは自らの研修コースの実施に支障のな

い範囲で施設の有料の貸出しを行っており、環境庁以外の政府機関やＧＴＺなどの他の

援助機関によっても利用されている。

　1995年の竣工以後も、パナマ側の投入により新たに講堂が建設されるなど、さらなる

改良が図られている。今後とも研修の実施状況に応じ、たとえば図書室の拡充などの整

備が期待される。

　なお、機材維持管理体制については、組織内に維持管理システムが確立され専任のス

タッフにより適正に管理されている。

(２) 研修プログラムおよび教材の整備

　これまでに実施された各研修コースごとに研修カリキュラム、教材が整備されている。

これらは、これまでに実施された研修には十分なものであったと判断されるが、活動の

開始の遅れから技術開発の成果の教材への反映が十分に行われていない。また、本年度

から開始されたモニタリング調査の結果も、必要に応じて反映させることも必要である。

今後求められる重要なことはプロジェクトにおける技術開発の進捗等に応じて教材の質

的改善を継続していくことである。
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(３) 研修の実施

　用地確保の問題による施設設置の遅れから研修開始が遅れたが、初年度の1996年には

13コースの研修が実施され208人が受講した（779人日)。研修活動は徐々に増加し、1998

年については10月末までに実施されたコース数は33コース、受講者数は501名（2225人

日）に達している。また、その内容も各分野ごとにバランスよく実施されている。さら

に、ＣＥＭＡＲＥの評判が高まるにつれ増加してきた地域のニーズに応え、農民など環

境庁職員以外にも直接研修を行うコースも実施している。

　これまでの環境庁職員の延べ受講者数は700名以上に達している。環境庁の技術系職員

はほぼ全員最低１回はＣＥＭＡＲＥの研修に参加しており、このことはＣＥＭＡＲＥが

環境庁職員の能力向上に大きく貢献していることを示している。

　一方、これだけ多くの研修コースが実施され、他の機関にまで使用されているにもか

かわらず、大きな運営上の問題は起きていない。研修コースの実施と運営に関する技術

移転は十分に行われたものと評価される。

(４) 展示プロットおよび施設の整備

　各種の展示プロット・施設が計画どおりに造成され、よく管理されている。しかし、

いくつかの試験プロットに関しては、たとえば、説明ボードの設置などによる展示方法

の改良が必要である。

(５) 技術開発

　いくつかの研究課題で遅れが見られるが、すべての技術開発分野で精力的に技術移転

が行われた。収集されたデータの分析と結果の取りまとめは、ほとんどの課題で協力期

間終了までに行われることが期待される。しかしながら、活動がプロジェクト・サイト

の確保の遅れにより予定より遅れて開始されたため、現地事情に適応し研修に効果的な

技術開発に十分な時間が残されていない。

３－２－４　プロジェクト目標の達成状況３－２－４　プロジェクト目標の達成状況３－２－４　プロジェクト目標の達成状況３－２－４　プロジェクト目標の達成状況３－２－４　プロジェクト目標の達成状況

　ＣＥＭＡＲＥにおいてわずか３年間で75の研修コースがカウンターパートにより開催され、

1157名の受講者に対し研修を行ったという実績からみて、環境庁の研修体制の基盤が確立され

たと判断できる。この数字は1996年の巡回指導調査団がパナマを訪問した際に指標として設定

された目標の数字を上回るものである。1998年に実施されたモニタリング調査の結果による

と、すべての回答者が期待どおりの研修結果が得られたと回答しており、全員が研修で配布さ

れたテキストが有益であると答えている。また、94％の人が研修で得た知識を業務に使用して
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おり、97％が同僚、生産者らにその知識を伝達したとしている。適正技術の開発に関しては、

ある程度の研究試験の成果が研修に反映されているが、将来にわたっていっそうの進展が期待

される。

３－２－５　スーパーゴール、上位目標達成の見通し３－２－５　スーパーゴール、上位目標達成の見通し３－２－５　スーパーゴール、上位目標達成の見通し３－２－５　スーパーゴール、上位目標達成の見通し３－２－５　スーパーゴール、上位目標達成の見通し

　農民向けの研修コースも何回か実施されている。また、このコースにＪＯＣＶ、平和部隊の

隊員らが参加している。さらに、モニタリング調査にみられるとおり、研修コースの参加者

が、参加しなかった生産者に研修成果を伝達している。このような点からみて、プロジェクト

が上位の目標への到達に貢献している。

　プロジェクトの自立発展性を確保し上位目標に達するためには、全関係者のいっそうの努力

により調査・試験の実施、研修コースの開催というプロジェクトの活動を継続することが必要

である。

３－３　評価結果の分析３－３　評価結果の分析３－３　評価結果の分析３－３　評価結果の分析３－３　評価結果の分析

３－３－１　目標達成度３－３－１　目標達成度３－３－１　目標達成度３－３－１　目標達成度３－３－１　目標達成度

　研修システムの基盤を確立するという本プロジェクトの目標を達成するための最も重要な要

件は、研修事業に必要な研修施設、プログラム、テキストなどセンターにおけるハード／ソフ

ト両面のインフラを整備し、研修に必要な適切な知識と技術を備えた人材を養成し、管理体制

を整備することである。これらの要件は本プロジェクトの成果として設定され、計画された活

動を実施することにより効果的に満たされたと判断される。研修の材料となるべき技術開発

は、活動開始の遅れにより一部の調査試験結果の取りまとめ、教材への反映が遅れているが、

得られた情報は適切に研修に反映されており、調査試験・展示のためのプロットならびに施設

が造成され研修に活用されている。また、調査研究活動を通してパナマ人カウンターパートに

技術移転が行われ、調査研究、教材の作成、研修の実施という一連の事業が行える体制が整備

されたといえる。

　この結果、ＣＥＭＡＲＥが研修開始後３年間で実施したコース数は75、受講者総数は延べ700

名以上の環境庁スタッフを含む1157名に達している。このように環境庁のＣＥＭＡＲＥにおけ

る研修体制は確立され、当該分野の人材育成のための基盤を確立するというプロジェクト目標

は達成されたと判断される。

３－３－２　効果３－３－２　効果３－３－２　効果３－３－２　効果３－３－２　効果

　本プロジェクトはパナマの環境セクターに多大の効果をもたらした。本プロジェクトの実施

による最大の効果は、パナマにおいて最初の林業分野の研修センターが創設され、その機能を
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果たしているということである。つまり予期された直接的な効果であるプロジェクト目標が達

成されたことである。また、プロジェクトの活動として、技術開発に必要な施設が整備され、

センターの技術スタッフに調査・試験に必要な適切な技術が移転された結果、森林保全のため

の多くの有用な情報が得られており、これらのデータはＣＥＭＡＲＥでの研修に使用されるだ

けでなく大学での講義、国内外のイベント、セミナー、会議、フォーラムなどにも活用されて

いる。今後さらに適切な技術が開発され、パナマの森林分野に貢献するものと期待される。

　一方、ＣＥＭＡＲＥの活動は、環境庁内の人材育成にとどまらず、直接農民／造林会社等民

間セクター、農業開発省の普及員、ＪＯＣＶ／ＵＳ Peace Corpsなどボランティア活動家な

どへの研修の実施により、造林の普及という上位目標に効果を及ぼしている。また、ＣＥＭＡＲ

Ｅの施設が研修施設として、他の政府機関、援助機関などにも利用されており、他の分野にも

貢献している。

３－３－３　効率性３－３－３　効率性３－３－３　効率性３－３－３　効率性３－３－３　効率性

　実質的なプロジェクト開始の２年近い遅れにもかかわらず、ハード、ソフト両面での成果は

大きく、プロジェクトは非常に効率的に実施されたと評価できる。投入面では、カウンター

パートの配置に遅れがあったが、双方のインプットの規模とタイミングはおおむね計画どおり

であった。活動については、プロジェクト開始後のプロジェクト・サイトの変更により調査・

試験活動の開始が遅れたこと、1997年雨季の旱魃によりいくつかの試験が影響を受けたこと、

あるいは、ダリエン地区での調査が治安問題により計画どおり実施できなかったことなどの問

題が生じたが、日本人専門家、パナマ人カウンターパートの精力的な作業によりほとんどの活

動が計画どおり行われた。特に、各分野ともに短期間に多くの調査研究テーマが設定・実施さ

れ、展示のためのプロット・施設も数多く準備された。また、調査研究活動と並行して行われ

た研修事業においても、プログラムの策定、教材の準備などが計画どおり行われ、スミソニア

ン研究所等から外部講師を招聘するなどにより多くの研修コースを実施した。

　以上のようにインプットは効率的に成果に転換されたと判断される。効率的なプロジェクト

の実施を促進した要因として、継続的な政策支援、カウンターパートの高い能力、専門家／カ

ウンターパート間の意志の疎通、農業開発省、大学、研究機関等他機関との連携、また、環境

庁の他の部門との協調があげられる。

３－３－４　妥当性３－３－４　妥当性３－３－４　妥当性３－３－４　妥当性３－３－４　妥当性

　土地利用の適正化と造林による森林保全の必要性は、資源の持続的な利用、水資源の確保あ

るいは生物の多様性の保持等環境面の観点から広く認められるものであり、特に運河の存在が

国の社会経済の根幹ともいえるパナマに対し、当該分野での協力を行う意義は大きい。パナマ
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国の森林面積は過放牧、焼畑農業などの不適切な土地利用により減少傾向にあり、森林資源の

保全は重要である。特に運河流域においては水量の確保の点からも森林の回復が重要課題であ

り、パナマ政府は森林資源の保護と劣化防止のため造林に対する税制面でのインセンティブを

与えるなどの政策を実施している。本プロジェクトはこのような行政ニーズに対応して時宜を

得て適切に計画されたものといえる。本プロジェクトの実施機関である天然資源管理庁を母体

に環境庁が設立されたが、パナマ政府がこの課題を重視している証左といえる。

　本プロジェクトは、パナマ政府が土地利用の適正化と造林活動を積極的に展開するにあたり

大きなネックになっている人材の育成に焦点を当てたことはきわめて妥当である。持続的な土

地利用に適した技術を導入して、造林活動の全国的な普及を行うためには、人材の開発が決定

的な要因であることから、本プロジェクトの目標は上位目標の達成のために適切に設定されて

いると判断できる。

　計画内容をみると、技術開発と研修との関係など、プロジェクト目標と成果の関係が当初多

少曖昧であったが、開発された適正技術を普及するための人材を育成する研修基盤を確立する

という目的が中間評価時に明確にされ、その目的を達成するための手段として、研修施設の

ハード、ソフトのインフラ整備とともに、技術開発が成果として位置づけられた。

３－３－５　自立発展性３－３－５　自立発展性３－３－５　自立発展性３－３－５　自立発展性３－３－５　自立発展性

　ＣＥＭＡＲＥは天然資源庁を母体に1998年に設立された環境庁の唯一の研修機関としての地

位を確立し、組織的な自立発展が可能になったと考えられる。パナマ政府は当該分野を重視し

ており、この分野での人材育成が引き続き必要なことから将来にわたって政策的な支援が期待

できる。ＣＥＭＡＲＥの研修機関としての組織はプロジェクトの実施を通じて強化され、有能

な経営・管理スタッフ、技術スタッフを擁しており、運営体制が整備されたと判断できる。

　財政的には、ＣＥＭＡＲＥはプロジェクトの実施期間中必要な予算配分による財政支援を享

受してきた。ローカルコスト負担がパナマ側のほうが大きかったことにみられるとおり、引き

続き政府の支援が期待される。しかし、受講者の旅費、試験プロットの管理費用の基本的な活

動費用を主として日本側が負担していたため、協力終了後これらの費用が十分に負担できるか

不安が残る。一方、ＣＥＭＡＲＥには他の機関への施設の貸出し、あるいは民間セクターへの

有料の研修コースの実施による収入という自主財源があり、これを運営費に使用できれば（カ

ウンターパートにインタビューしたところ、可能との回答はあったが、詳細は不明)、財政面

での自立発展性は強化されることになる。

　技術的な観点からは、実質的な活動期間が短かったこともあり、十分な技術開発の成果が出

ているとはいえないが、優秀な技術スタッフが専門家の技術移転を受けて定着しており、機器

の保守に関しても専任者を置き、システムが整備されているなど十分な自立発展性があるもの
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と判断される。ただし、技術的な自立発展性を確実にするためには、さらなる努力が必要であ

る。ＣＥＭＡＲＥの技術スタッフへの技術移転は適正技術の開発のための調査・試験、研修

コースの実施といったプロジェクトの活動を通して著しく進展した。また、移転されている技

術は現地の状況に対応した適切なものである。したがって、計画された課題の調査・試験の結

果をできるだけ多く取りまとめ教材に取り込む必要がある。また、移転された技術を組織の財

産として確保するため、組織のなかで人から人へ再移転の方策を講ずる必要がある。
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第４章　分野別評価第４章　分野別評価第４章　分野別評価第４章　分野別評価第４章　分野別評価

４－１　訓練４－１　訓練４－１　訓練４－１　訓練４－１　訓練

(１) 研修規定およびプログラムの作成

　センター設置の遅れなどから、本格的な研修は1996年から開始された。研修規定およ

び研修計画についても、1997年に作成された。研修規定は、天然資源庁から環境庁への

組織改編の影響を受け、1998年に環境庁長官より最終承認された。

　また、研修計画は、４分野において上級、中級、初級の各レベルごとに研修名、目的

などの研修計画が作成された。

　研修計画に基づく研修カリキュラムおよび研修教材については、実施する段階で内容

の検討、修正なども必要になってくることから、研修、調査試験、展示施設等の実施状

況に合わせて、研修実施前に逐次作成されている。

(２) 研修の実施

　施設整備の遅れから、1996年の研修は、13コース、208名の受講者を得た。1997年には

29コース、441名、1998年10月末現在で、33コース、501名の受講者数を得ており、年々

増加している。また、各分野のコースも16コース以上実施されており評価に値する。ま

た、1157名の受講者のうち、700名以上の環境庁の職員が、受講しており、環境庁の職員

数923名のうち、当該分野の訓練の対象者は404名であることから、環境庁職員の訓練受

講者数は対象母数を大幅に上回っている。

　なお、また、１コース当たりの平均受講者数も、20名の予定に対して約15名の75％程

度の受講率となっており、よい結果が現れている。

　また、モニタリングの結果から、受講者の94％が得られた知識を業務に利用し、また、

97％の者が同僚や農業生産者に普及しているとの結果が得られている。

　さらに、研修施設では、農民に対する研修が実施されているほか、環境庁以外の組織

の研修にもこの施設が利用されている。

　また、講師は必要に応じて外部講師を招聘しているが、大半を各分野のカウンターパー

トが行っている。

　このように、研修受講者数、研修施設の利用状況などからも、環境庁職員への研修運

営については、十分技術移転されているといえる。
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(３) 今後の課題

　調査試験の最終的な取りまとめの遅れから、教材への反映、教材の改良が不十分であ

る。また、モニタリングの調査結果を踏まえ、また、受講生へのフォローアップも含め、

研修カリキュラムの改良が必要である。

(４) まとめ

　このように、ＣＥＭＡＲＥでは環境庁職員や農民を対象とした研修が実施されている

ほか、民間企業からの研修生を有料で受け入れたり、他の政府機関などの実施する研修

に対し有料で施設が貸与されているなど、独自の収入確保の手だてをとり、財政的な自

立発展の可能性は高い。

　また、パナマ国内における当センターの評価は非常に高いことから、今後ますます研

修ニーズは増加する可能性があり、研修の実施に関する中長期的な基本方針を策定する

とともに、その方針に沿って自ら実施可能な適正規模に留意して、研修計画を作成・運

営していくことが望ましい。

　訓練は、これまで分野ごとに数多くの科目を技術開発の進捗に合わせて実施されてき

た。今後は分野ごとのみならず、対象者のニーズ、受講への便利さなどを考慮した、よ

り効果的な訓練コースを実施することが重要である。また、開発されてきた教材、研修

カリキュラムについても、調査・試験課題の成果を取り入れ、内容の修正、質的な充実

を図るなど、改良・見直しが必要である。

　以上のことから、プロジェクトは終了するが、引き続きフォローアップとして、研修

対象者のニーズなどに沿った研修カリキュラム、技術開発の成果を活用した教材の改良、

開発について今後も日本人専門家による技術移転が必要と判断される。
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４－２　技術開発４－２　技術開発４－２　技術開発４－２　技術開発４－２　技術開発

(１) はじめに

　本技術開発は苗畑、造林、アグロフォレストリーおよび天然林経営の４つの分野に分

かれており、試験調査課題は、苗畑、造林、アグロフォレストリーおよび天然林経営で

それぞれ16、13、11、12課題、また、展示プロットはそれぞれの分野で２、５、17、４

プロットが数えられる。これらを総計すると技術開発分野では、52の試験調査課題と28

の展示プロットから構成される任務を遂行することになる。

　評価は、現地を見られなかったダリエン県などに設定された一部の試験区を除き、い

ずれの試験調査課題、展示プロットも現地調査し、提出された資料、およびカウンター

パートや専門家などから聞き取りを行い、それらをもとに個々に行った。各課題につい

ての評価時点での成果は資料10のとおりであるが、ここでは以下に各分野ごとに特徴あ

る代表的な課題を取り上げて評価結果を報告することとする。

(２) 苗畑分野

　ＣＥＭＡＲＥ苗畑における年度別苗木生産量を表４－２に示す。

　苗畑分野の試験調査課題を大別すると、種子の取り扱い関係と苗木の生産関係となる。

　前者の試験課題、すなわち種子貯蔵、発芽、発芽促進および播付方法試験は、一、二

の対象樹種を除き新たな技術開発を伴うものではなく、むしろ試験調査過程を経験する

ことにより訓練研修に生かすことが主眼にあると考える。このため、代表的な造林樹種

の種子の取り扱いについての技術移転はすでに行われており、結果を取りまとめ、マニュ

アルを作成することによりこれらの試験課題は完了といえる。

　しかしながら、ここでの試験手法を有用な郷土樹種に応用するとなると樹種数も多く

種子の入手なども容易でないことから、徐々に対象樹種を広げてやっていくことになる

だろう。そうしたほうが訓練研修を兼ねた試験としては、実際的であり有益なものと考

える。しかし、熱帯の郷土樹種の多くは発芽力が急速に失せる傾向にあり、より高度な

技術開発が求められることになろう。

　播付月齢試験については、他に類似のものを探すのが難しいほどの独創性あふれた試

験といえる。ただし、月齢による差を検出するためには、種子の管理、前処理、水質、

水・温度管理など、どの項目をとっても厳密な条件下で実施する必要があると思われ、

ＣＥＭＡＲＥの現有の施設のなかでこれを検出するのは無理があると判断されるので、

終了時までにこれまでの成果の取りまとめを行う。

　後者の苗木づくりに関する試験は、挿し木試験や日覆試験から施肥試験、さらにはポッ

ト苗と育苗ブロック苗の成長比較試験まで多岐にわたって積極的に実施されている。い
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くつかの試験では、処理の違いが視覚的にも明瞭な差として現れており、成果の取りま

とめおよび訓練用のプレゼンテーションとしては写真を交えてヴィジュアルな形で行う

べきである。

　一方、用土防除試験などは病害が発生しないなど当初の仮説証明はできなかったが、

カウンターパートに問題点の所在を認識させるという点では十分な成果を得たと考える。

今後は、これらの試験結果の取りまとめとそれを踏まえた効率的な苗木づくりを訓練研

修にどのように生かすかが残されている。

　展示プロットについては、モデル苗畑展示と採種園展示がある。いずれも植栽が済み、

造成は完了している。特に採種園については、ユーカリ、アカシアなどの代表的な造林

樹種を中心に本格的なクローンの配置法を導入して造成がなされている。今後の管理次

第では比較的早い時期に種子の供給が可能になるばかりでなく、将来、これらは展示効

果も十分に発揮するよう設計されているものと評価したい。

(３) 造林分野

　造林分野においても苗畑分野と同様幅広くさまざまな試験が行われている。試験用地

確保の遅れや植栽直後の雨量不足で活着が十分でないなどで、植栽密度試験の一部など

では終了時までに結果を得るまでに至っていないものもあるが、プラスチックバッグを

取り除かない場合の影響をみるポット試験や、植栽時の月齢の違いが生育に与える影響

をみる月齢試験など他に例をみない試験を含めて、多くの試験が精力的に進められてい

る。しかしながら、月齢試験については、野外の場合、数多くの要因がからんでくるの

で差を検出するのは無理といってよい。現在までのデータを取りまとめて終了とする。

　また、植え穴試験や、上記のポット試験では効率的に対照区の設定が設けられていな

いため、得られた成果は、かなり詳しい説明を付与しなければならない。すなわち、植

え穴試験では最初に機械耕耘を実施しているため、こうした前処理をしない場合との比

較が難しく〔耕耘なし植栽試験と同じように植え穴の大きさを変えた試験区（対照区）

を隣接に設定できれば最良〕、ここでの試験結果のみで、植え穴の大きさは成長に差がな

いと短絡的に結論すると問題を残すことになる。また、ポット試験も、すぐ脇に通常の

プラスチックバッグを除いて植栽したもの（対照区）が設けられていれば説明の必要が

ないほど明瞭な差が得られたと思われ、宣伝効果は大であったと推定される。これらの

経験は、今後の試験、展示などに生かせればと考える。

　灌水試験については、灌水の多寡による生育状態をチェックしこれまでの結果をもと

に取りまとめること、および植穴被覆試験では、マルチングによる成長効果を明らかに

するだけでなく、マルチングの経費と下刈りなどの省力効果を含めた分析を行うことが
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望ましい。

　植付密度試験や混交植栽試験についてであるが、ここでの植付密度試験は、１ｍ×１ｍ

の高密度区などですでに密度効果が認められるが、その他の密度区では密度効果の発現

はみられないように思われた。また、それぞれの密度区の林分面積の大きさからも、終

了時までの取りまとめとしては密度効果の有無を基準に上長および肥大成長の経過、あ

るいは形状比（Ｈ／Ｄ）を求めるなどして整理するほうが効率的と思われる。混交植栽、

特にニーム（忌避木）との混植は、カオバ、セドロなどの植栽をニームがどの大きさの

時（同時に植える、ニームの樹冠が閉鎖した直後に植える、あるいは閉鎖後、枝下高が

ある程度高くなったときに植えるなど）に行うかが虫害回避には重要な要素と考えられ

るので、すでにある試験の継続調査とともに、さらなる追試が望まれる。

　この分野の展示プロットは、施業関係のものと製材などの関係のものとに分けられる。

前者の複層林、間伐林などの展示林については、造成は完了している。今後は単なる展

示だけでなく、たとえば複層林の意義、今後の複層林の取り扱い指針などを含めて研修

に役立つよう適切な説明、管理が必要と考えられる。樹木林の展示についても23樹種、

約３haの植栽が完了しており（表４－３)、樹種によっては本数も十分に確保してあるの

で、将来は間伐の研修などにも利用できよう。

　一方、集材施設展示および製材施設展示であるが、これらも研修訓練は実施済みであ

る。しかしながら、今後の訓練・展示にはパナマ国内の実際のニーズを参考にした工夫

が必要であろう。

　いずれにしても、混交植栽試験や樹木林展示などの林分では、当面の資料の取りまと

めは可能であるが、少なくとも１、２年継続して調査、観察を行うことによって当初の

目的達成をめざす必要がある。

(４) アグロフォレストリー分野

　アグロフォレストリー分野の試験調査課題は、樹木と果樹、牧草および農作物との組

み合わせなどによる試験と事例調査に関するものに大別される。

　前者の樹木と果樹、牧草および農作物とのアグロフォレストリー試験では、それぞれ

違った樹種、作物種の組み合わせがなされている。大半の試験課題はデータを収集中で

あり、これらに関する技術移転はほぼ順調に進んでいる。果樹との組み合わせ試験など

では、試験終了後展示林として利用することになるが、成長した樹木をどうするかなど

の処理を対照区として設定し、将来的にもアグロフォレストリーの試験として利用が可

能なように計画すべきである。また、農作物と組み合わせた試験では、樹木が成長し、

すでにタウンヤとしての試験の継続が難しい状態に至ったものもみられる。タウンヤの
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試験では、これまでの成果を取りまとめ、問題点を整理し、普及可能な方式の提言が望

まれる。

　植栽間隔試験（生け垣）では、計画、造成は順調に進んでいるが、活着の悪いものも

あるので、これらを含めて、データを取りまとめるとともに、生け垣の展示プロットと

して整備していく。病虫害防除試験は現在のデータを取りまとめて、その後は造林分野

で実施している混交植栽試験と統合して実施する。

　世界およびパナマのアグロフォレストリー事例調査に関しては、文献収集、聞き取り

調査を含めて順次実施されており、一部はデータブックとして出版・配布されるなどの

成果を得ている。残りについても、終了時までにはおおむね到達目標に沿った成果が得

られよう。

　今後の課題としては、普及手法調査で得られる成果をもとにそれぞれの地域のニーズ

に合ったアグロフォレストリー遂行のための持続的利用、保育管理などの方策を検討・

確立する必要がある。また、各県ごとに実施している事例調査については、継続して実

施するとともに、調査結果を整理して今後の普及に向けてどのようなアドバイスを行う

かが課題となる。

　アグロフォレストリー分野の展示プロットは17と最も多く、混農林に関するもの、混

牧林に関するものおよびその他に分類できる。混農林関係の展示では、タウンヤ間作の

展示プロットが、樹木が大きくなりすぎて間作が不可能となり、樹木の樹下植栽の展示

に切り換えられた。タウンヤを常時展示することは難しく、３年サイクルでプロットを

更新するなどの検討を要しよう。

　混牧林展示についても２頭の牛を購入し、シルボパストラルのパフォーマンスを示す

など精力的に進められている。可能ならば、樹木、牧草の成長解析だけでなく、牛の成

長を含めた取りまとめを望みたい。水辺林、果樹園や薬木薬草園等の展示についても、

適切な保育管理とともに、研修者、見学者などに関心を持ってもらえるような説明板の

設置などの整備が必要であろう。

　モデル農地展示については、１モデル農家を選定しており、指導、モニタリングがな

されている。これについてはインプット、アウトプットをきちんと把握し、地域の自然、

社会・経済的環境のなかでアグロフォレストリー実践の位置づけを的確に行い、今後の

普及の基礎資料とする。設定後まもなく、数も少ないため、以上のような評価となるが、

別の見方をすれば、このモデル展示は実際の農家と試験の内容との乖離の有無を専門家

やカウンターパートが自ら検証しているものといえ、技術開発においてはあるべき姿を

示しているといえる。
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(５) 天然林経営分野

　天然林経営については、天然林の構造と動態の解析を目的にしたものと天然林経営に

関する情報調査に関するものに大別できる。ただし、後述する一部の展示林およびダリ

エン県などに設定された試験地については現地を訪問できなかった。しかし、写真で見

る限り、計画に沿った活動が積極的になされていると判断できた。

　天然林の構造と動態を中心とした試験では、林分構造や天然更新、種子調査などの試

験地の設定も着実に行われ、カウンターパートに対する調査方法等の技術移転も精力的

に実施されている。しかしながら、種子調査等では、種の同定などが必ずしもスムーズ

に行われていないため、効率的に実施していくためには外部機関との情報交換などをさ

らに進めていく必要があろう。なお、天然更新調査と天然更新試験の仕分けははっきり

しないので整理する必要がある。

　天然林に関する調査は一般に長期間を要し、調査項目によってはエンドレスに近い作

業となる。このため、この種のプロジェクトでは試験区の設定方法、および調査方法の

技術移転が十分であれば、第１段階の目標はとりあえず達成されたということができよ

う。この分野は調査方法、モニタリングなどのマニュアル化がすでに済んでいることか

ら、一定の成果は得られたといってよい。それとともにこれら多くの技術開発課題を今

後も継続的して調査していくには、能力的にも運営的にも限界があると思われるので、

十分な検討のうえ、整理すべきものは整理し、適正規模に縮小して進めていくべきと考

える。

　天然林経営での林産物等情報調査および天然林情報調査については、すでにデータベー

スの構築などもなされており成果を得ていると評価される。今後もこれらの情報調査に

ついては、さらなるデータの充実を図ることにより、研修活動ばかりでなく、環境庁に

おけるパナマの持続可能な森林管理においても大きく貢献するものと思われる。

　この分野の展示プロット関係は、天然林に関するものと、補助植栽やリハビリテーショ

ンに関係するものとに大別される。いずれの展示林などの設定とも着実に行われており、

データ収集も精力的に行われている。今後は、調査・試験で実施されている林分を展示

林に編入させていくというのも効率的と考えられるので、展示林全体を見直しし、整理

が必要であるならば整理していくとともに、継続して調査された結果を展示にどのよう

に活用していくかが課題といえる。

(６) まとめ

　本プロジェクトの技術開発分野は、多岐にわたる50を超える試験調査課題を持ち、数

多くの展示プロットを設定するなど精力的に技術移転が遂行された。本分野においては、
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活動を通じて得られた成果が、ＣＥＭＡＲＥなどでの研修・訓練にいかに上手に生かす

かが出口のひとつになっている。このため、講師となるカウンターパートが、各種の試

験を専門家とともに自ら計画、造成、管理し、データの採取にあたったことは、単なる

教科書からの受売りでなく、教える立場として多くの技術、知識をマスターしたことと

なりきわめて有益な成果を得たと高く評価される。

　現時点での成果の取りまとめなどの遅れについては、残された期間に取りまとめるこ

ととなる。しかし、当初期待された成果を得るには計画どおりの時間を要するため、立

ち上がりの遅れにほぼ相当する期間の延長、すなわち、フォローアップが必要であると

思われる。フォローアップが行われれば、その期間を含めて技術開発分野の成果を取り

まとめることとなるが、後述するように、現在実施されている試験調査課題は間口が広

く、プロジェクト終了時までの結果を取りまとめた後は、実施能力を勘案しつつ、展示

林として活用するもの、引き続き調査試験地とするもの、両者の機能を期待するものと

に整理し、それに合わせて技術開発活動を遂行すべきである。

(７) 今後の課題

　終了時までの残りの期間で取りまとめられるものについては、資料を整理し、成果と

して提示する。時間的に無理なものについては、フォローアップの期間を通して資料を

収集し、その後、成果を取りまとめる。なお、予想以上の病虫害を被ってしまったもの

などフォローアップの期間を含めても目的達成が容易でないと判断される課題について

は、プロジェクト終了時をもって整理する。これらの仕分けはこれまでの経過および現

状などを考慮し、専門家およびカウンターパートが協議して行うべきである。

　取りまとめにおける今後の課題としては、得られたデータをどう整理し、結論を求め、

研修、普及に生かすかがあげられる。たとえば、先に述べた植え穴試験の例のように、

前提条件をかえりみず、得られた数値だけで判断すると、疑義の多い内容を普及させて

しまうことになりかねない。得られた結果は、科学的観点も含めて多角的に検討したう

えで、研修、普及に役立てることが重要であるが、こうした検討の場をどのように設け

るかが課題のひとつといえる。

(８) 提言

　本技術開発分野の試験調査課題は、多岐にわたり、総計でも50を超えている。また、

展示プロットも数多く設定されるなど精力的に技術移転が遂行された。しかし、一部の

課題については十分な成果を得ているものの、時間的に成果を達成するのが難しいもの

も散見された。また、いくつかの課題には、同じ目的の試験を複数の分野で実践してい
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る例や対照（コントロール）区が十分でない試験例もみられた。このため、試験調査を

進めるにあたっては、できれば研究者を交えて計画段階から調査目的、調査方法および

期待される成果などを検討し、実施することが有益なものについてのみ実行に移すこと

が望ましい。その際、試験設計、調査計画についての打合せも可能な限り実施すべきで

ある。

　それとともに、試験調査課題等の設定に関しても、資金、人材の投入計画などをもと

に、活動状況、目標達成度等を十分に吟味し、担当の専門家およびカウンターパートの

負担があまりに過大になりすぎないようにすべきである。
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７　研修テキスト等の一覧表７　研修テキスト等の一覧表７　研修テキスト等の一覧表７　研修テキスト等の一覧表７　研修テキスト等の一覧表

８　研修事後評価様式８　研修事後評価様式８　研修事後評価様式８　研修事後評価様式８　研修事後評価様式

９　研修受講者によるモニタリング様式９　研修受講者によるモニタリング様式９　研修受講者によるモニタリング様式９　研修受講者によるモニタリング様式９　研修受講者によるモニタリング様式

1 01 01 01 01 0　調査試験、展示課題実績　調査試験、展示課題実績　調査試験、展示課題実績　調査試験、展示課題実績　調査試験、展示課題実績

111 11 11 11 1　機材リスト　機材リスト　機材リスト　機材リスト　機材リスト
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